
平成21年度地域活`性化・経済危機対策実施計画

ＮＣ 交付対■象事■業の■名称 所管課

事業の概要

①地方再生戦略又は経済危機対策との関係
性、

②目的、
③交付金を充当する経費内容

（しｉ７総事業費

(単位ｊ千円〕

１ 新物流システム構築助成事業 総合政策課

①地域活』性化対策として、
②ワンコイン（５００円）で地場産品を配送
できるシステムを構築するため、
③発送に係る費用（配送費、パッケージの作
成経費等）を交付対象経費とする。 7，５２１

２
南会津やまなみ泊覧会
発展支援事業

総合政策課

①地域活性化対策として、
②南会津やまなみ泊覧会の開催を契機に、潜
在資源や既存資源を活用した住民主導の取り
組みを推進するため、
③住民主導による発展・持続'性の高い事業に
対する補助を交付対象経費とする。

20,000

３ 地上デジタル放送整備事業 総合政策課

①２１世紀型のインフラ整備として、
②地上デジタル放送難視聴を解消するため、
③各共聴施設の受信施設等の改修に要する経
費の補助等を交付対象経費とする。 3,706

４ 2009韓曰青少年交流事業 総合政策課

①観光等交流の活'性化対策として、
②青少年による国際交流活動を実施し、見聞
を広め、広く国際感覚を身につけた人材育成
を図り、地域の潜在能力発掘を行うため、
③韓国の青少年との交流活動を実施する費用
を交付対象経費をする。

2,600

５
会津鉄道マウントエクスプレス
車両購入事業費

総合政策課

①地域公共交通の活'性化及び再生対策とし
て 、

②県及び沿線３市町（会津若松市、下郷町、
南会津町）で費用負担をし、会津鉄道が購入
する企画仕立車両を鉄道の利用促進や地域お
こしに活用するために、
③当町の費用負担分を交付対象経費とする。

1７，５９８

６ 低公害車導入事業 総務課

①低炭素社会の実現の向けて、
②老朽化した公用車の更新に伴い、環境負担
の少ない低公害車を購入するため、
③公用車購入費用を交付対象経費とする。 1０，０００

７ 高規格救急車整備事業 住民生活課

①生活の安全・安心確保対策として、
②高度な救急救命処置に対応できる救急搬送
体制の整備を図るため、
③広域市町村圏組合消防本部で購入する高規
格救急自動車の町村負担分を対象経費とす
る ○

1９，５０８
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８
滝原地区流雪溝流入水路
整備事業

建設課

①地域活'性化対策として、
②建設業の活力の再生のため、
③流雪溝整備に係る費用（工事費、測量設計
委託料等）を交付対象経費とする。

5,000

９
町道整備事業
(西沢山線）

建設課

①地域活J性化対策として 、

②建設業の活力の再生のため、
③町道整備に係る費用（工事費、測量設計委
託料等）を交付対象経費とする。 1７，０００

1０
町道整備事業
(関本s号線外）

建設課

①地域活』性化対策として 、

②建設業の活力の再生のため、
③町道整備に係る費用（工事費、測量設計委
託料等）を交付対象経費とする。 4,500

1１
環境共生型地域モデル実証
コミュニティー整備事業

建設課

①地域活'性化対策及び地球温暖化対策とし
て 、

②「エコヴィレッジ会津高原構想」と「南会
津町環境基本計画」で躯われている地域新エ
ネルギーを活用し、地場産材を活用した実証
モデル住宅を建設し、モニタリングを行い地
域新エネルギー、自然エネルギーの普及啓蒙
促進を図るため、
③モデル住宅建設に係る費用を交付対象経費
とする。

5０，０００

1２
南会津町生活支援すまいる
交付金事業

●

建設課

①安心・安全な暮らしの実現及び地域住民の
生活不安の解消を図るため、
②経済不況の中、会社等の都合により離退職
及び雇用調整を受けた世帯に対し、民間賃貸
住宅居住者の家賃及び新築住宅取得者への支
援を行うことを目的とした、
③助成費用を交付対象経費とする。

3,600

1３
木質バイオマスエネルギー
導入事業

環境水道課

①低炭素社会の実現及び農山漁村の活↓性化と
農林水産業の再生対策として、
②木質バイオマスエネルギーの利用促進を目
的とした 、

③移動式中型チッパーの購入費を交付対象経
費とする。

2１，５２５

1４
除雪対応型マンホール
改良事業

環境水道課

①安心・安全な暮らしの実現のため、
②下水道（マンホール）施設周りの段差や亀
裂解消を目的とした、
③既設アスファルト面とのすり付け工事に要
する費用を交付対象経費とする。

●

1１，２００

1５
静111簡易水道老朽化管
更新事業

環境水道課

①安心・安全な暮らしの実現のため、
②水道水の安全で安定した供給を図ることを
目的とした、
③石綿セメント管の更新工事に要する費用を
交付対象経費とする。

1９５，０００
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総事業費1１

(単位ｹﾞ:]千円）

1６

｢おとなの学校･農学部」
土づくりからの農業者
育成事業

農林課

①農山漁村の活性化と農林水産業の再生対策
として 、

②農業の魅力、農と食の重要`性等を学習し、
意識の高い農業者を育成するため、
③講座開催に関係する費用（教材費、備品購
入費、材料費等）を交付対象経費とする。

3,000

1７ 平地に隣接する森林整備 農林課

①農山漁村の活』性化と農林水産業の再生及び
環境保全対策として、
②林業従事者の雇用促進及び田畑の鳥獣被害
防止のために行う、
③森林整備に係る委託料（つる切り、除間伐
経費等）を交付対象経費とする。

4,375

1８
｢おとなの学校｣林業技術者
育成講座開設

農林課

①農山漁村の活'性化と農林水産業の再生対策
として、

②林業従事者の知識・技術向上を図り、森林
施業の技術員の担い手を育成するために行
＞

フ 、

③講座開催に関係する費用（機械借入料、材
料費）を交付対象とする。

2，１４８

1９ 会津田島駅周辺整備事業 商工観光課

①観光等交流の活'性化対策として、
②町の玄関口である会津田島駅周辺の利便』性
の向上と観光情報の発信を目的とした駐車場
等の整備を行うための、

③実施設計作成費用を交付対象経費とする。
4,000

2０
町立小学校プール塗装等
補修工事

学校教育課

①子育てに係る教育環境整備対策として、
②老朽化した町立/|､学校プール施設等の整備
を図るため、

③補修に関する費用を交付対象経費とする。 9,000

2１
学校情報通信技術環境
整備事業費補助金

学校教育課

①２１世紀型のインフラ整備として、
②町立小中学校のＩＣＴ環境の整備をするた
め、

③校務用パソコン購入に要する費用を交付対
象経費とする。 １５，０７０

2２ 学校耐震化事業 学校教育課

①安心・安全な暮らしの実現及び防災・安全
対策として、
②町立学校施設の耐震化を促進するため、
③耐震化工事実施設計に要する費用を交付対
象経費とする。

35,449

2３ 嶋山城跡保存整備事業 生涯学習課

①地域活`性化対策として、
②「天地人」直江兼続の弟大国実頼が城代を
務めた県指定史跡「嶋山城跡」及び町指定文
化財保存整備により観光交流の活性化を図る
ため、

③指定区域内の案内看板・歩道等及び町指定
文化財案内看板整備に要する費用を交付対象
経費とする。

1２，０００



ＮＣ 交付対象事業の名称 所管課

事業の概要
B■■じ

①地■方再し生戦略又は経済危機対策との関係
性、・・

②目的､１１
③交付金を充当する経費内容

七

》<hI?」総事業費ＬｌＩ

(単位ij3lr千円）

2４
会津高原ホテル雪冷房
改修工事

舘岩総合支所
振興課

①地域の省資源・省エネルギー対策として、
②町有施設の空調設備の老朽化による改修に
あたり、雪室を利用した空調設備を導入する
ため、

③その工事に要する費用を交付対象経費とす
る ○

55,000

2５
たかつえカントリークラブ
浄化槽改修工事

舘岩総合支所
振興課

①地域活`性化対策として、
②健康ふれあい事業等、町民の健康づくりの
場としてゴルフ場の活用を図るため、
③クラブハウスの浄化槽の改修に要する費用
を交付対象経費とする。

4,000

2６ l曰上郷小学校改修事業
舘岩総合支所
総務課

①地域活'性化対策として、
②様々な行政課題や社会問題を解決するた
め、「学び」をテーマに“人間力

，〕

を高める

ための取り組みを行う「おとなの学校」の開
校のための、
③廃校改修に係る費用を交付対象経費とす
る ○

１７，０５７

2７
農道舗装事業
(宮床地区）

南郷総合支所
振興課

①地域活'性化対策として、
②建設業の活力の再生及び農業経営者の経費
低減のため、
③農道整備に係る費用（工事費、測量設計委
託料等）を交付対象経費とする。

8,000

2８
南郷スキー場第１ペアリフト
2号支柱移設工事

南郷総合支所
振興課

①地域活｣性化対策として、
②地域観光資源の要である南郷スキー場のリ
フトを整備し、利用者の安全,性の確保を図る
ため 、

③傾斜が発生した支柱の移設に係る工事費を
交付対象経費とする。

6，１８５

合計 564,042


